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市の木「 けやき 」

市の鳥「 う ぐ いす」 市の花「 ゆう がお」

Ⅰ　 概　 要

１ ． 紹　 介
下野市は、 平成1 8 年１ 月1 0 日、 河内郡南河内町、 下都賀郡石橋町と 同国分

寺町が合併し て誕生し まし た。

栃木県の中南部に位置し 、 都心から 約8 5 ㎞圏にあり 、 首都圏の一端を 構成

し ています。 南北約1 5 .2 ㎞、東西約1 1 .5 ㎞で、北は県都宇都宮市、南は小山市、

東は真岡市と 上三川町、 西は栃木市と 壬生町に接し 、 面積は7 4 .5 9 ｋ ㎡です。

東に鬼怒川と 田川、 西に思川と 姿川が南流し 、 地形はわずかな高低差で自然

災害が少なく 、 古来より 豊穣の地と し て多く の人々が暮ら し た地域です。

江戸時代の日光街道沿いには宿場町の景観や田園風景が残り 、 市内にはJR

線の駅が3 つあり ます。 利便性が高いこ と から 、 高度先進医療技術を 有する自

治医科大学附属病院を 中心に市街地が形成さ れています。

白鳳時代（ ７ 世紀後半）には大宝律令選定に関与し た下毛野朝臣古麻呂一族の

氏寺と し て下野薬師寺が建立さ れ、 奈良時代には国の寺と し て、 東国随一の規

模を 誇っ たと 史料に残さ れています。

８ 世紀には聖武天皇の詔により 下野国分寺・ 国分尼寺が建立さ れ、 古代東国

における仏教文化の中心地と し て栄えた歴史があり 、 下野市の名称の由来と

なっ ています。
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下野国分寺及び七重塔イ メ ージ画像

下野薬師寺復元回廊
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下野市役所
●

天平の丘公園

自治医大駅

小金井駅

石橋駅

●

道の駅し も つけ

田
川

姿
川

江
川

●

三王山ふれあい公園

●

大松山運動公園

●

２ ． 市全体図
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その他
18 .3 1％

雑種地
4 .38 ％

原野
0 .2 0％

山林
5 .0 3％

池沼
0 .0 8％

宅地
1 8 .4 5％ 畑

21 .6 4％

田
3 1 .9 1％

牧場
0 .0 0%

３ ． 面　 積

用途別面積
単位： ㎢

面積 田 畑 宅地 池沼 山林 牧場 原野 雑種地 その他

下野市 7 4 .5 9 2 3 .8 0 1 6 .1 4 1 3 .7 6 0 .0 6 3 .7 5 0 .0 0 0 .1 5 3 .2 7 1 3 .6 6

資料： 栃木県統計年鑑（ 平成3 1 (2 0 1 9 )年1 月1 日現在）
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人口と 世帯数の推移

人口動態の推移

平成1 8 年 2 2 2 4 2 6 2 8 3 0 令和2 年

2 2 2 4 2 6 2 8 3 0 令和2 年

■　 世帯数： 件

■　 人　 口： 人

2 2 ,3 5 8
2 3 ,1 0 6

1 9 ,6 7 0

5 9 ,2 0 5 5 9 ,4 8 3 5 9 ,6 5 3 5 9 ,6 5 7 5 9 ,2 9 1 5 9 ,3 6 6 5 9 ,4 4 5

2 0 ,5 0 1
2 1 ,1 4 0

2 1 ,6 2 5 2 1 ,6 6 1

平成1 9 年
0

5 0 0

1 0 0 0

1 5 0 0

2 0 0 0

2 5 0 0

3 0 0 0

■　 出生

■　 死亡

■　 転入
■　 転出

４ ． 人　 口
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1 ,3 8 6

1 ,6 0 1

1 ,8 2 5

1 ,6 6 3

1 ,7 8 9

1 ,8 5 9

1 ,9 8 0

2 ,4 4 2

1 ,9 4 8

2 ,0 2 4

1 ,9 8 2

2 ,1 0 0

1 ,9 0 4

1 ,3 6 2

8 7 5

5 1 8

2 0 8

3 4

6

1 ,0 1 2

1 ,2 6 4

1 ,3 1 7

1 ,5 2 5

1 ,8 8 1

1 ,4 6 1

1 ,6 6 0

1 ,7 3 8

1 ,9 7 0

2 ,2 8 0

1 ,9 9 0

1 ,9 8 3

1 ,9 2 2

2 ,0 0 2

2 ,0 0 3

1 ,4 3 3

1 ,1 7 2

9 1 3

5 2 3

1 5 4

1 9

年齢3 区分別人口（ R2 .9 . 末現在　 単位： 人）

人口ピラ ミ ッ ド （ R2 .9 . 末現在　 単位： 人）

年少人口（ 1 5 歳未満）　 7 ,4 8 5

老年人口（ 6 5 歳以上）　 1 5 ,2 2 6

生産年齢人口（ 1 5 歳以上 6 5 歳未満）　 3 7 ,5 2 3

男 年齢

1 0 0 歳以上

9 5  ～ 9 9 歳

9 0  ～ 9 4 歳

8 5  ～ 8 9 歳

8 0  ～ 8 4 歳

7 5  ～ 7 9 歳

7 0  ～ 7 4 歳

6 5  ～ 6 9 歳

6 0  ～ 6 4 歳

5 5  ～ 5 9 歳

5 0  ～ 5 4 歳

4 5  ～ 4 9 歳

4 0  ～ 4 4 歳

3 5  ～ 3 9 歳

3 0  ～ 3 4 歳

2 5  ～ 2 9 歳

2 0  ～ 2 4 歳

1 5  ～ 1 9 歳

1 0  ～ 1 4 歳

5  ～ 9 歳

0  ～ 4 歳

女
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事業所数
1 ,8 0 3

従業者数
2 0 ,9 0 2

建設業

1 3 .9 %

製造業
1 0 .2 %

情報通信業 0 .4 %

運輸業

4 .3 %

卸売・ 小売業

2 8 .1 %

金融・ 保険業　 1 .5 %

不動産業

9 .1 %

飲食店・ 宿泊業

1 1 .8 %

医療・ 福祉
9 .1 %

教育・ 学習支援業　 5 .6 %

その他　 6 .0 %

建設業

7 .1 %

製造業

1 9 .3 %

情報通信業 0 .1 %

運輸業

8 .5 %

卸売・ 小売業

1 8 .1 %

金融・ 保険業　 1 .2 %

不動産業　 1 .7 %

飲食店・ 宿泊業　 7 .3 %

医療・ 福祉

2 4 .3 %

教育・ 学習支援業　 6 .3 % その他

6 .1 %

５ ． 産　 業

産業別事業所数と 従業者数

建

設

業

製

造

業

情

報

通

信

業

運

輸

業

卸

売
・

小

売

業

金

融
・

保

険

業

不

動

産

業

飲
食
店
・
宿
泊
業

医

療
・

福

祉

教
育
・
学
習
支
援
業

そ

の

他

事業

所数
2 5 0 1 8 4 8 7 7 5 0 7 2 7 1 6 4 2 1 3 1 6 4 1 0 1 1 0 8

従業

者数
1 ,4 7 4 4 ,0 3 3 2 6 1 ,7 6 8 3 ,7 7 6 2 5 0 3 6 5 1 ,5 2 1 5 ,0 8 0 1 ,3 2 6 1 ,2 8 3

資料： 平成2 8 年経済センサス活動調査
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0

1 0 0 0 0

2 0 0 0 0

3 0 0 0 0

4 0 0 0 0

5 0 0 0 0

6 0 0 0 0

2 .5

3 .0

3 .5

平成1 8 年

（ 　 　 人口・ 　 　 世帯数） （ 　 　 世帯あたり 人口）

2 2 2 4 令和2 年3 02 82 6

3 .0 1

2 .5 6

2 .6 6

2 .7 42 .7 6

2 .8 2

2 .9

Ⅱ　 人　 口

１ ． 人口と 世帯数
人口は微増し ている中で、 世帯数の増加が多いこ と から 、 １ 世帯あたり の人

口は少なく なっ ている。

世帯数の推移と 世帯あたり の人口

平成1 8 年 2 2 2 4 2 6 2 8 3 0 令和2 年

人　 　 口 5 9 ,2 0 5 5 9 ,4 8 3 5 9 ,6 5 3 5 9 ,6 5 7 5 9 ,2 9 1 5 9 ,3 6 6 5 9 ,4 4 5

世 帯 数 1 9 ,6 7 0 2 0 ,5 0 1 2 1 ,1 4 0 2 1 ,6 2 5 2 1 ,6 6 1 2 2 ,3 5 8 2 3 ,1 0 6

世帯あたり

人　 　 口
3 .0 1 2 .9 2 .8 2 2 .7 6 2 .7 4 2 .6 6 2 .5 6

資料： 栃木県毎月人口推計月報

令和2 年国勢調査　 1 世帯あたり の人数
単位： 人／世帯

宇都宮市 2 .2 6 鹿 沼 市 2 .6 1 大 田 原 市 2 .4 3 那須烏山市 2 .7 1

足 利 市 2 .3 6 日 光 市 2 .4 1 矢 板 市 2 .6 0

栃 木 市 2 .3 9 小 山 市 2 .4 2 那須塩原市 2 .4 4

佐 野 市 2 .4 2 真 岡 市 2 .6 7 さ く ら 市 2 .7 3

令和2 年1 0 月１ 日現在

参　 考
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0

1 0 0 0 0

2 0 0 0 0

3 0 0 0 0

4 0 0 0 0

5 0 0 0 0

6 0 0 0 0

 平成1 2 年 1 7  2 2  2 7

年少人口（ ０ ～1 4 歳）

老齢人口（ 6 5 歳以上）

生産年齢人口（ 1 5 ～6 4 歳）

２ ． 人口構成と 推移
年少人口、 生産年齢人口と も に減少傾向であるが、 老齢人口は増加し ている

こ と から 、 高齢化が進んでいるこ と が分かる。

人口構成と 推移
単位： 人

平成1 2 年 1 7 2 2 2 7

年少人口（ ０ ～1 4 歳） 9 ,9 9 3 9 ,4 2 6 8 ,8 2 5 8 ,2 0 6

生産年齢人口（ 1 5 ～6 4 歳） 3 9 ,0 5 7 3 9 ,8 6 9 3 9 ,1 7 4 3 7 ,6 5 6

老齢人口（ 6 5 歳以上） 8 ,3 7 6 9 ,7 9 0 1 1 ,3 0 0 1 3 ,3 2 9

資料： 国勢調査
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３ ． D ID（ 人口集中地区）

Ｄ Ｉ Ｄ
単位　 人口： 人　 面積:㎢、 人口密度:人／㎢

人　 口 面　 積 人口密度

南河内地区

国分寺地区
2 2 ,4 8 7 4 .1 3 5 ,4 4 4 .8

石橋地区 1 0 ,5 9 3 2 .1 5 4 ,9 2 7 .0

下野市 3 3 ,0 8 0 6 .2 8 5 ,2 6 7 .5

※　 現行のD ID は、 平成2 7 年国勢調査にて設定さ れたも のです

D ID (D ense ly Inha b ited  D istrict： 人口集中地区）と は

　 市区町村の境界内において人口密度の高い（ 約4 ,0 0 0 人／K㎡以上

の）国勢調査区を 基礎単位と し て用いたと き に、 こ れら が隣接し た地域

の人口が5 ,0 0 0 人以上を有し ている市街地がD ID と なり ます。

　 こ のD ID の人口と 面積は， 国勢調査で得ら れた結果を 用いて算出し

ています。

解　 説

石橋地区 国分寺地区

南河内地区

− 1 1 −



仁良川
祇園５ 丁目
下古山２ 丁目
石橋字横塚
小金井２ 丁目
川中子字東原

 平成1 8 年
20000

40000

60000

80000

100000

3 0 令和3 年2 72 42 1

Ⅲ　 産　 業

１ ． 地価動向

住宅地の地価
単位： 円／㎡

平成1 8 年 2 1 2 4 2 7 3 0 令和3 年

仁 良 川 4 8 ,5 0 0 4 5 ,8 0 0 4 2 ,0 0 0 4 0 ,6 0 0 3 8 ,5 0 0 3 7 ,6 0 0

祇 園 ５ 丁 目 8 0 ,1 0 0 7 9 ,8 0 0 7 9 ,2 0 0 8 3 ,0 0 0 8 9 ,6 0 0 9 3 ,4 0 0

下 古 山 ２ 丁 目 5 3 ,7 0 0 5 2 ,5 0 0 5 0 ,9 0 0 5 0 ,1 0 0 5 0 ,1 0 0 5 0 ,5 0 0

石 橋 字 横 塚 5 9 ,1 0 0 5 5 ,0 0 0 5 0 ,0 0 0 4 7 ,8 0 0 4 7 ,1 0 0 4 6 ,7 0 0

小 金 井 ２ 丁 目 5 2 ,2 0 0 4 9 ,1 0 0 4 6 ,1 0 0 4 5 ,0 0 0 4 5 ,2 0 0 4 5 ,6 0 0

川 中 子 字 東 原 4 8 ,9 0 0 4 5 ,3 0 0 4 0 ,8 0 0 3 7 ,9 0 0 3 3 ,7 0 0 3 3 ,7 0 0

資料： 地価公示

地価公示は、 地価公示法第２ 条第１ 項の規定に基づき 、 国土交通省土地

鑑定委員会が毎年１ 月１ 日における全国の標準地の正常な価格を 調査、 公

示するも のです。 地価公示制度は、 一般の土地の取引価格の指標、 不動産

鑑定士等の鑑定評価の規準、 公共事業用地の取得価格算定の規準と さ れ、

また、 相続税評価、 固定資産税評価の目安、 国土利用計画法に基づく 土地

取引の届出制における価格算定の規準等と なるも のです。

解　 説
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0

5 0 0 0

1 0 0 0 0

1 5 0 0 0

2 0 0 0 0

2 5 0 0 0

3 0 0 0 0

第１ 次産業

第３ 次産業

第２ 次産業

 平成2 年 7  1 2  1 7  2 2  2 7

２ ． 産業
（ １ ）産業別就業者数

第１ 次産業、 第２ 次産業と も に就業者数は減少傾向と なっ ているが、 反対に

第３ 次産業の就業者数は増加し ている。

産業別就業者数の推移
単位： 人

平成２ 年 ７ 1 2 1 7 2 2 2 7

第１ 次産業 4 .1 2 9 3 ,5 1 7 2 ,9 7 1 2 ,5 5 3 1 ,8 8 1 2 ,0 1 5

第２ 次産業 8 ,5 8 5 9 ,3 7 6 9 ,3 0 2 8 ,3 4 0 7 ,8 0 3 8 ,1 6 5

第３ 次産業 1 1 ,9 7 4 1 5 ,9 2 2 1 7 ,3 8 7 1 8 ,5 2 6 1 8 ,3 9 0 1 9 ,4 7 1

※　 ３ 町の合計を 下野市と し て作成 資料： 国勢調査

　 国勢調査に用いている産業分類は、 日本標準産業分類を 国勢調査に適合

するよう に集約し て編成し たも のであり 、 産業大分類を ３ 部門に集約し て

いる場合、 おおむね以下のよう な区分になる。

第１ 次産業・ ・ ・ 農業、 林業、 水産業

第２ 次産業・ ・ ・ 製造業、 鉱業、 建設業

第３ 次産業・ ・ ・ 卸売・ 小売業、 金融・ 保険業、 運輸・ 通信業、 サービス

業など

解　 説
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（ 　 　 事業所数） （ 　 　 従業者数）
建設業

製造業

情報通信業

運輸業

卸売・ 小売業

金融・ 保険業

不動産業

飲食店・ 宿泊業

医療・ 福祉

教育・ 学習支援業

その他

01 0 02 0 03 0 04 0 05 0 06 0 0 0 10 00 20 00 30 00 40 00 50 00 6 000

（ ２ ）事業所数と 従業者数

事業所数は卸売・ 小売業が最も 多いが、 従業者数は医療・ 福祉が最も 多く なっ

ているこ と から 、 医療・ 福祉に関わる人が多いこ と がわかる。

産業（ 大分類）別事業所数と 従業者数

建

設

業

製

造

業

情

報

通

信

業

運

輸

業

卸

売
・

小

売

業

金

融
・

保

険

業

不

動

産

業

飲

食

店
・

宿

泊

業

医

療

・

福

祉

教

育
・

学

習

支

援

業

そ

の

他

事業所数 2 5 0 1 8 4 8 7 7 5 0 7 2 7 1 6 4 2 1 3 1 6 4 1 0 1 1 0 8

従業者数 1 ,4 7 4 4 ,0 3 3 2 6 1 ,7 6 8 3 ,7 7 6 2 5 0 3 6 5 1 ,5 2 1 5 ,0 8 0 1 ,3 2 6 1 ,2 8 3

資料： 平成2 8 年経済セン サス基礎調査
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（ 　 　 商店数） （ 　 　 従業者数）

2 0 0 0

2 5 0 0

3 0 0 0

3 5 0 0

4 0 0 0

平成9 年 1 1  1 4  1 6  1 9  2 8
0

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

6 0 0

7 0 0

8 0 0

３ ． 商業
（ １ ）商店数と 従業者数

平成９ 年から 平成２ ８ 年までの間に商店数はおよそ３ 割減少し ているが、 従

業者数の減少は１ 割に満たないこ と が分かる。

商店数と 従業者数の推移

平成９ 年 1 1 1 4 1 6 1 9 2 8

商 店 数 6 3 4 6 3 4 5 7 8 5 7 5 5 1 0 4 3 4

従 業 者 数 3 ,2 4 7 3 ,6 2 7 3 ,3 5 0 3 ,4 9 4 3 ,3 4 8 3 ,2 3 2

資料： 商業統計調査、 経済セン サス活動調査

平成2 8 年経済センサス基礎調査の商店数と 従業者数

商店数 従業者数 商店数 従業者数

宇 都 宮 市 4 ,7 9 4 4 4 ,3 7 5 真 岡 市 6 6 5 4 ,6 7 5

足 利 市 1 ,5 2 5 1 0 ,2 0 2 大 田 原 市 6 9 3 4 ,3 5 2

栃 木 市 1 ,5 1 4 1 0 ,1 6 8 矢 板 市 3 1 9 2 ,0 6 2

佐 野 市 1 ,4 4 5 9 ,3 7 9 那須塩原市 1 ,1 9 0 8 ,9 6 7

鹿 沼 市 9 5 2 6 ,4 2 8 さ く ら 市 3 2 6 2 ,3 5 5

日 光 市 9 3 4 5 ,3 0 6 那須烏山市 2 5 8 1 ,4 1 2

小 山 市 1 ,4 0 6 1 2 ,1 1 2

平成2 8 年７ 月１ 日現在

参　 考

− 1 5 −



平成9 年 1 1  1 4  1 6  1 9  2 6  2 8
6 0 0

9 0 0

1 2 0 0

1 5 0 0

（ ２ ）年間商品販売額

年間商品販売額は、 商店数や従業者数の減少と と も に減少傾向にある。

※平成1 9 年以前と 平成2 6 年以降の比較にあたっ ては、 調査区分の変更により

集計対象が異なるこ と に留意が必要である。

商店の年間商品販売額の推移
単位： 億円

平成９ 年 1 1 1 4 1 6 1 9 2 6 2 8

年間商品販売額 9 5 3 9 1 0 7 5 5 8 3 0 8 1 3 1 ,4 4 7 1 ,4 9 7

資料： 商業統計調査、 経済セン サス活動調査

平成2 8 年商業統計調査の年間商品販売額
単位： 億円

宇 都 宮 市 2 6 ,1 4 4 日 光 市 1 ,0 8 3 那須塩原市 2 ,6 3 5

足 利 市 2 ,8 0 6 小 山 市 4 ,5 0 9 さ く ら 市 5 4 7

栃 木 市 2 ,8 4 2 真 岡 市 1 ,1 9 8 那須烏山市 3 1 4

佐 野 市 3 ,4 0 5 大 田 原 市 1 ,2 1 4

鹿 沼 市 1 ,9 3 9 矢 板 市 4 5 5

平成2 8 年７ 月１ 日現在

参　 考

− 1 6 −



0

2 0

4 0

6 0

8 0

1 0 0

1 2 0

平成1 9 年 2 3 2 5 2 8 3 0 令和2 年
3 0 0 0

4 0 0 0

5 0 0 0

（ 　 　 事業所数） （ 　 　 従業者数）

４ ． 工業
（ １ ）事業所数と 従業者数

生産活動を 行う 事業所数はほぼ横ばいで推移し ている。

生産活動を 行う 事業所数と 従業者数の推移

平成1 9 年 2 3 2 5 2 8 3 0 令和2 年

事業所数 1 0 8 1 0 4 1 1 3 1 1 2 1 1 0 1 0 3

従業者数 4 ,5 7 6 4 ,2 7 1 4 ,4 9 0 3 ,8 4 1 4 ,8 9 6 4 ,7 1 7

資料： 工業統計、 経済セン サス活動調査
（ 従業者４ 人以上の事業所）

令和2 年工業統計調査の事業所数

事業所数 従業者数 事業所数 従業者数

宇 都 宮 市 5 0 1 3 2 ,6 2 3 真 岡 市 1 6 5 1 3 ,0 9 0

足 利 市 4 8 8 1 5 ,7 4 8 大 田 原 市 1 5 8 1 2 ,6 8 3

栃 木 市 3 9 1 1 9 ,8 5 5 矢 板 市 6 2 2 ,2 4 9

佐 野 市 4 0 2 1 4 ,5 2 2 那須塩原市 2 2 9 1 0 ,7 0 1

鹿 沼 市 3 8 7 1 4 ,1 7 3 さ く ら 市 1 0 0 5 ,0 3 4

日 光 市 1 8 1 7 ,0 6 5 那須烏山市 1 0 9 3 ,0 5 5

小 山 市 2 6 5 1 8 ,4 6 9

参　 考

− 1 7 −



平成2 0 年 2 4 2 6 2 8 3 0 令和2 年
1 0 0 0

1 5 0 0

2 0 0 0

2 5 0 0

（ ２ ）製造品出荷額

製造品出荷額は減少傾向にある。

製造品出荷額の推移
単位： 億円

平成2 0 年 2 4 2 6 2 8 3 0 令和2 年

製造品出荷額 2 ,0 7 9 1 ,6 9 1 1 ,7 4 7 1 ,5 8 1 1 ,8 3 3 1 ,6 3 0

資料： 工業統計、 経済センサス活動調査

（ 従業者４ 人以上の事業所）

令和2 年工業統計調査の製造品出荷額
単位： 億円

宇都宮市 2 1 ,8 8 3 日光市 3 ,2 5 9 那須塩原市 3 ,4 8 6

足利市 3 ,8 7 6 小山市 9 ,1 1 0 さ く ら 市 2 ,2 7 8

栃木市 1 0 ,9 4 8 真岡市 5 ,8 7 6 那須烏山市 6 3 6

佐野市 4 ,0 7 9 大田原市 6 ,2 7 6

鹿沼市 4 ,4 5 0 矢板市 5 2 5

参　 考

− 1 8 −



平成7 年 1 2  1 7  2 2  2 7  令和2
0

1 0 0 0

2 0 0 0

3 0 0 0

0

5 0 0

1 0 0 0

1 5 0 0

2 0 0 0

2 5 0 0

3 0 0 0

3 5 0 0

4 0 0 0
（ 　 　 経営耕地面積） （ 　 　 農家数）

５ ． 農業
（ １ ）農家数と 経営耕地面積

平成７ 年から 令和2 年にかけて、 農家数はおよそ４ 割減少し ているも のの、

経営耕地面積はおよそ２ 割程度の減少にと どまっ ている。

農家数経営耕地面積の推移

平成7 年 1 2 1 7 2 2 2 7 令和2 年

農家数（ 戸） 2 ,5 0 8 2 ,3 3 0 2 ,1 3 3 1 ,9 6 1 1 ,7 0 2 1 ,4 6 4

経営耕地面積（ ha） 3 ,8 8 5 3 ,6 5 1 3 ,4 3 1 3 ,5 2 3 3 ,3 5 2 3 ,2 0 1

※　 ３ 町の合計を 下野市と し て作成 資料： 農林業セン サス

令和2 年農林業センサス　（ 農家数： 戸、 経営耕地面積： ha）

農家数 経営耕地面積 農家数 経営耕地面積

宇 都 宮 市 4 ,4 2 7 9 ,4 7 2 真 岡 市 3 ,0 7 3 6 ,7 4 8

足 利 市 1 ,5 3 0 1 ,6 0 9 大 田 原 市 3 ,6 6 5 9 ,8 4 8

栃 木 市 4 ,4 0 3 7 ,3 9 1 矢 板 市 9 4 7 2 ,5 7 0

佐 野 市 2 ,2 2 5 2 ,3 9 5 那須塩原市 2 ,4 9 0 8 ,4 5 5

鹿 沼 市 2 ,7 8 2 3 ,9 9 7 さ く ら 市 1 ,3 3 9 4 ,2 0 3

日 光 市 1 ,9 2 3 4 ,0 7 3 那須烏山市 1 ,6 2 4 2 ,3 0 8

小 山 市 2 ,5 3 2 5 ,9 2 2

令和2 年２ 月１ 日現在

参　 考

− 1 9 −



（ 　 　 経営体数）

稲

麦類

雑穀

いも 類

豆類

工芸作物

野菜

果樹

花き 類

その他

（ 　 　 作付面積）

0 2 0 0 4 0 0 6 0 0 8 0 0 1 0 0 0 1 2 0 00500100015002000 05 0 01 0 0 01 5 0 02 0 0 0

（ ２ ）類別経営体数と 作付面積

販売目的で作付け（ 栽培）し た作物の類別経営体数を みると 、 稲が最も 多く 、

作付面積も 最も 広いこ と がわかる。 次いで野菜、 麦類と なっ ている。

販売目的で作付け（ 栽培）し た作物の類別経営体数と 作付面積

稲 麦類 雑穀 いも 類 豆類 工芸作物 野菜 果樹 花き 類 その他

経営体数
（ 戸）

8 4 1 1 0 9 1 5 2 9 1 9 4 6 5 8 4 2 8 3 9 2 4 6

作付面積
（ ha）

1 ,4 7 8 5 6 1 3 4 7 4 ― 4 7 0 ― ― 4 6 4

※稲は飼料用を 除く 資料： 農林業セン サス（ 令和2 年）

令和2 年農林業センサス　（ 経営体数： 戸、 作付面積： ha）

稲 麦類 雑穀 いも 類 豆類 工芸作物 野菜 果樹 花き 類 その他

宇都宮市
経営体数 2 ,5 9 8 2 2 3 4 1 6 9 8 6 4 5 6 9 4 2 3 3 8 5 5 1 2

作付面積 5 ,6 4 9 5 3 1 7 1 5 7 3 5 5 2 7 3 9 1 1

栃木市
経営体数 2 ,4 3 9 6 5 6 6 6 6 8 1 0 4 2 1 6 5 3 1 7 5 4 1 3 8 9

作付面積 4 ,1 2 8 6 2 7 2 2 1 1 1 0 7 5 8

小山市
経営体数 1 ,4 3 3 3 9 8 1 9 2 7 6 7 4 5 5 1 4 1 1 5 3 7 4 8 9

作付面積 2 ,8 3 5 1 ,6 5 9 1 1 1 8 4 7 1 1 ,0 5 0

令和2 年２ 月１ 日現在

参　 考

− 2 0 −



0

5 0 0

1 0 0 0

1 5 0 0

2 0 0 0

6 0 0 0

8 0 0 0

1 0 0 0 0

（ 　 　 収穫量）（ 　 　 作付面積）

平成1 8 年 2 1 2 4 2 7 3 0 令和2 年

（ ３ ）水稲収穫量と 作付面積

平成1 8 年と 比べ、 水稲の作付面積は微減と なっ ており 、 併せて収穫量も 微

減になっ ている。

水稲収穫量と 作付面積

平成1 8 年 2 1 2 4 2 7 3 0 令和2 年

収穫量（ ｔ ） 9 ,8 2 0 9 ,7 3 0 9 ,9 3 0 8 ,3 4 0 8 ,3 3 0 9 ,2 0 0

作付面積
（ ha）

1 ,8 8 0 1 ,8 5 0 1 ,8 5 0 1 ,6 5 0 1 ,5 9 0 1 ,7 0 0

資料： 栃木県統計年鑑

令和2 年水稲収穫量と 作付面積　（ 収穫量： t、 作付面積： ha）

収穫量 作付面積 収穫量 作付面積

宇 都 宮 市 3 5 ,0 0 0 6 ,4 8 0 真 岡 市 2 1 ,7 0 0 3 ,9 6 0

足 利 市 4 ,9 5 0 1 ,0 3 0 大 田 原 市 3 7 ,9 0 0 6 ,5 8 0

栃 木 市 2 9 ,4 0 0 5 ,6 9 0 矢 板 市 9 ,1 0 0 1 ,7 5 0

佐 野 市 8 ,1 1 0 1 ,7 7 0 那須塩原市 2 3 ,7 0 0 4 ,1 7 0

鹿 沼 市 1 0 ,9 0 0 2 ,1 9 0 さ く ら 市 1 8 ,4 0 0 3 ,3 2 0

日 光 市 1 1 ,9 0 0 2 ,3 4 0 那須烏山市 7 ,2 0 0 1 ,3 2 0

小 山 市 1 5 ,1 0 0 2 ,8 6 0

資料： 栃木県統計年鑑

参　 考

− 2 1 −



平成1 7 年 1 9  2 1  2 3  2 5  2 7  2 9  令和元年
0

5 0

1 0 0

1 5 0

2 0 0

2 5 0

3 0 0

3 5 0

令和元年の林野面積
単位： ha

宇 都 宮 市 8 ,0 9 1 日 光 市 1 2 5 ,2 3 5 那須塩原市 3 8 ,4 4 1

足 利 市 7 ,9 4 3 小 山 市 5 5 1 さ く ら 市 2 ,4 1 5

栃 木 市 8 ,3 7 2 真 岡 市 1 ,4 2 4 那須烏山市 8 ,1 1 4

佐 野 市 2 1 ,8 1 3 大 田 原 市 1 5 ,2 6 6

鹿 沼 市 3 3 ,7 5 3 矢 板 市 9 ,7 7 0

資料： 栃木県森林・ 林業統計書

参　 考

６ ． 林業　
林野面積はほぼ横ばいで推移し ている。

林野面積の推移
単位： ha

平成1 7 年 1 9 2 1 2 3 2 5 2 7 2 9 令和元年

林野面積 3 1 2 3 0 9 3 0 9 3 0 8 3 0 6 3 0 6 3 0 0 3 0 1

資料： 栃木県森林・ 林業統計書

− 2 2 −



※一般病院は自治医科大学附属病院（ 南河内地区）・ 石橋総合病院（ 石橋地区）・

小金井中央病院（ 国分寺地区）の３ 病院と なる。

平成1 8 年
0

3 0 0

6 0 0

9 0 0

1 2 0 0

1 5 0 0

6 0 0

8 0 0

1 0 0 0

（ 　 　 医療従事者数）（ 　 　 病床数）

2 2 2 4 2 6 2 8 3 0

Ⅳ　 医療・ 社会福祉

①　 一般病院・ ・ ・ ・ 下記の②～④以外で一般病床を も つ病院

②　 精神病院・ ・ ・ ・ 精神病床のみの病院

③　 結核病院・ ・ ・ ・ 結核病床のみの病院

④　 感染症病院・ ・ ・ 感染症病床のみの病院

解　 説

１ ． 医療
（ １ ）病床数と 医療従事者数

一般病院の病床数は横ばい。 医療従事者数は増加傾向にある。

一般病院の病床数と 医療従事者数の推移

平成1 8 年 2 2 2 4 2 6 2 8 3 0

病床数 1 ,3 9 4 1 ,3 9 4 1 ,3 9 4 1 ,3 9 4 1 ,3 9 4 1 ,3 9 6

医療従事者数 7 1 6 8 0 0 8 1 7 8 2 2 8 2 2 8 3 4

※資料： 栃木県保健統計年報

− 2 3 −



その他
7 0 人

感染症及び
寄生虫症 1 2 人

悪性新生物
1 4 3

糖尿病 1 0 人

神経系の疾患
21人

高血圧性疾患 2 人

心疾患
7 5 人

脳血管疾患4 1 人

呼吸器系疾患
5 6 人

消化器系疾患 
2 2 人

老衰
6 4 人

不慮の事故 
1 4 人

自殺  5 人

（ ２ ）死因別死亡者数

死因第１ 位は悪性新生物であり 、 次いで心疾患、 老衰と なっ ている。

令和元年死因別死亡者数
単位： 人

寄

生

虫

症

感

染

症

及

び

悪

性

新

生

物

糖

尿

病

神
経
系
の
疾
患

高
血
圧
性
疾
患

心

疾

患

脳

血

管

疾

患

呼
吸
器
系
疾
患

消
化
器
系
疾
患

老

衰

不

慮

の

事

故

自

殺

そ

の

他

1 2 1 4 3 1 0 2 1 2 7 5 4 1 5 6 2 2 6 4 1 4 5 7 0

※悪性新生物と はガン のこ と である 資料： 栃木県保健統計年報

− 2 4 −



0

1 0 0 0 0

2 0 0 0 0

3 0 0 0 0

4 0 0 0 0

5 0 0 0 0

6 0 0 0 0

7 0 0 0 0

第1 号被保険者

第2 号被保険者

4 0 歳未満人口

平成2 1 年 2 4 2 7 3 0 令和元年 2

　 介護保険は、4 0 歳以上の方が保険料を 負担し 、介護を 必要と さ れる方や

その家族が抱えている介護の不安や負担を社会全体で支える制度です。

○第１ 号被保険者…市内に住んでいる6 5 歳以上の方

○第２ 号被保険者…市内に住んでいる4 0 歳から 6 4 歳までの医療保険に加

入し ている方

解　 説

２ ． 介護保険
（ １ ）被保険者数と 要介護者数

介護保険第２ 号被保険者数に大き な変化はないが、 第１ 号被保険者数は年々

増加し 、 それに伴い要介護者数も 上昇し ている。

介護保険者数と 要介護者数の推移
単位： 人

平成2 1 年 2 4 2 7 3 0 令和元年 2

第1 号被保険者数 1 1 ,0 0 3 1 1 ,8 7 0 1 3 ,3 3 9 1 4 ,4 8 8 1 4 ,8 4 2 1 5 ,1 8 2

第2 号被保険者数 2 0 ,5 6 7 2 1 ,0 9 5 2 0 ,7 7 7 2 0 ,4 5 8 2 0 ,3 3 3 2 0 ,2 6 1

4 0 歳未満人口 2 7 ,8 2 2 2 6 ,6 8 8 2 5 ,3 1 5 2 4 ,4 2 0 2 4 ,1 9 5 2 4 ,0 0 2

市人口 5 9 ,3 9 2 5 9 ,6 5 3 5 9 ,4 3 1 5 9 ,3 6 6 5 9 ,3 7 0 6 0 ,2 3 4

要介護者数 1 ,4 2 2 1 ,6 6 5 2 ,0 8 6 2 ,1 8 8 2 ,2 5 6 2 ,3 1 0

※第1 号被保険者数と 6 5 歳以上人口は異なる 資料： 介護保険事業状況報告

− 2 5 −



0

5 0 0

1 0 0 0

1 5 0 0

2 0 0 0

2 5 0 0

平成1 8 年度

要介護５

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

2 2 2 4 2 6 2 8 3 0 令和元年 2

（ ２ ）要介護者数内訳

平成1 8 年度から 令和2 年度にかけて要支援者、要介護者と も に増加し ている。

要支援者、 要介護者数内訳
単位： 人

平成1 8 年 2 2 2 4 2 6 2 8 3 0 令和元年 2

要支援１ 9 5 1 2 2 1 4 5 1 6 9 1 9 3 1 8 8 2 3 1 2 6 7

要支援２ 1 0 6 1 4 2 2 0 1 2 3 7 2 6 1 2 5 1 2 4 5 2 9 8

要介護１ 2 9 4 2 6 2 3 2 0 3 9 2 4 3 5 5 4 0 6 0 0 5 9 2

要介護２ 2 3 2 3 1 0 3 5 4 3 7 4 3 7 1 4 1 9 4 0 7 3 8 6

要介護３ 1 9 5 2 2 2 2 5 6 2 9 0 3 1 6 2 9 9 2 9 3 3 0 7

要介護４ 2 2 3 2 4 4 2 3 1 2 6 4 3 0 0 2 9 1 2 8 8 3 1 7

要介護５ 1 8 4 2 1 9 2 6 6 2 2 3 2 2 4 2 1 1 2 1 5 2 0 7

資料： 介護保険事業状況報告（ 各年度末現在）

要支援

　 日常生活上の基本動作についてはほぼ自分で行う こ と が可能だが、 生活

支援等の部分的な介助が必要な状態。

要介護１ ～５

　 日常生活上の基本的動作についても 自分で行う こ と が困難であり 、 何ら

かの介護を 要する状態。数字が大き いほど介護の必要性が高いこ と を示す。

解　 説

− 2 6 −



0

5 0 0

1 0 0 0

1 5 0 0

2 0 0 0

2 5 0 0

3 0 0 0

3 5 0 0

4 0 0 0

4 5 0 0

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

平成1 8 年 2 2 2 4 2 6 2 8 3 0 令和元年 2

（ ３ ）サービス施設利用者数

老人福祉施設、 老人保健施設の利用者数は増加し ているが、 介護療養型医療

施設の利用は減少傾向である。

サービス施設利用者数の推移
単位： 人（ 延べ人数）

平成18 年 2 2 2 4 2 6 2 8 3 0 令和元年 2

介護老人福祉施設 1 ,5 2 8 2 ,1 3 1 2 ,2 4 0 2 ,4 5 5 2 ,4 8 0 2 ,6 1 8 2 ,5 4 6 2 ,6 6 7

介護老人保健施設 1 ,2 7 7 1 ,4 0 9 1 ,5 5 7 1 ,3 9 0 1 ,4 6 5 1 ,2 9 9 1 ,1 8 2 1 ,1 2 7

介護療養型医療施設 6 7 9 4 7 8 3 8 3 5 1 7 2 4 2 2

介 護 医 療 院 − − − − − 0 0 0

資料： 介護保険事業状況報告年報

介護老人福祉施設・ ・ ・ 常時介護が必要で居宅での生活が困難な人が入所

し て、 日常生活上の介護が受けら れます。

介護老人保健施設・ ・ ・ 状態が安定し ている人が在宅復帰でき るよう 、 リ

ハビリ テーショ ンを 中心と し たケアを 行います。

介護療養型医療施設・ ・ 急性期の治療を 終え、 長期の療養を必要と する人

のための医療施設です。

介護医療院・ ・ ・ ・ ・ ・ 長期的な医療と 介護のニーズを 併せ持つ要介護者

を 対象と する、 医療機能と 生活施設と を 兼ね備え

た施設です。

解　 説

− 2 7 −



0 .5 3 ％

0 .6 5 ％

0 .7 0 ％

0 .7 2 ％

0 .6 5 ％0 .6 5 ％

（ 　 　 生活保護世帯数） （ 　 　 生活保護人数）

（ 生活保護率）

平成2 2 年
0

5 0

1 0 0

1 5 0

2 0 0

2 5 0

3 0 0

3 5 0

0

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

2 4 2 6 2 8 3 0 令和元年

生活保護世帯数
単位： 世帯

世帯数 人数 保護率 世帯数 人数 保護率

宇 都 宮 市 6 ,6 9 1 8 ,2 8 8 1 .5 9 真 岡 市 5 0 1 6 0 3 0 .7 6

足 利 市 1 ,2 5 2 1 ,4 6 4 1 .0 2 大 田 原 市 5 1 3 6 1 8 0 .8 4

栃 木 市 1 ,1 4 6 1 ,3 9 9 0 .9 0 矢 板 市 1 7 1 1 9 1 0 .6 1

佐 野 市 9 8 7 1 ,1 7 1 1 .0 1 那須塩原市 7 3 3 8 7 5 0 .7 6

鹿 沼 市 5 3 4 6 2 6 0 .6 6 さ く ら 市 2 0 7 2 6 6 0 .5 9

日 光 市 6 1 3 7 2 7 0 .9 3 那須烏山市 1 2 6 1 6 2 0 .6 5

小 山 市 1 ,1 8 3 1 ,4 4 5 0 .8 6

令和元年度の平均

参　 考

３ ． 生活保護　
平成2 2 年から 現在にかけて生活保護世帯数、 人数と も に増加し ている。

生活保護世帯数と 人数の推移

平成2 2 年 2 4 2 6 2 8 3 0 令和元年

生 活 保 護 世 帯 数 2 1 6 2 7 5 3 0 7 3 2 0 3 0 2 3 1 8

生活保護人数（ 人） 3 1 6 3 9 0 4 1 7 4 2 7 3 8 7 3 9 1

市　 人　 口　（ 人） 5 9 ,4 8 3 5 9 ,6 5 3 5 9 ,6 5 7 5 9 ,2 9 1 5 9 ,4 9 3 6 0 ,2 3 4

生 活 保 護 率（ ％） 0 .5 3 0 .6 5 0 .7 0 0 .7 2 0 .6 5 0 .6 5

１ 年間の合計を 1 2 ヶ 月で割っ た平均 資料： 栃木県統計年鑑　 市人口は各年の1 0 月1 日のも の

− 2 8 −



（ 　 　 給水人口　 　 下野市人口） （ 　 　 水道普及率）

平成2 2 年
8 0

1 0 0

9 0

0

1 0 0 0 0

2 0 0 0 0

3 0 0 0 0

4 0 0 0 0

5 0 0 0 0

6 0 0 0 0

6 5 0 0 0

2 4 2 6 2 8 3 0 令和元年 2

Ⅴ　 上下水道

１ ． 上水道
水道普及率は９ 割以上であり 、 ほぼ全ての人が水道を利用し ている。

水道普及率の推移
単位： 人

平成2 2 年 2 4 2 6 2 8 3 0 令和元年 2

給水人口　（ 人） 5 7 ,8 8 0 5 8 ,1 9 1 5 8 ,3 0 4 5 8 ,3 4 4 5 8 ,3 3 1 5 8 ,4 1 7 5 8 ,4 0 8

市 人 口　（ 人） 5 9 ,8 2 3 6 0 ,0 3 4 6 0 ,0 6 6 6 0 ,0 6 2 5 9 ,9 8 1 6 0 ,0 6 2 6 0 ,0 5 3

水道普及率（ ％） 9 6 .8 9 6 .9 9 7 .1 9 7 .1 9 7 .3 9 7 .3 9 7 .3

資料： 市水道課

− 2 9 −



0

1 0 0 0 0

2 0 0 0 0

3 0 0 0 0

4 0 0 0 0

5 0 0 0 0

5 5 0 0 0

（ 　 　 公共下水道利用者数　 　 農業集落排水施設利用者） （ 　 　 下水道普及率）

平成2 2 年
8 0

1 0 0

9 0

2 4 2 6 2 8 3 0 令和元年 2

公共下水道： 主と し て市街地における下水を 排除し 、 又は処理するために

地方公共団体が管理する下水道で、 終末処理場を 有するも の

又は流域下水道に接続するも のであり 、 かつ、 汚水を 排除す

べき 排水施設の相当部分が暗渠である構造のも の（ 複数の市

町村区域にまたがる場合は流域下水道と いう ）

農業集落排水： 農業用排水の水質保全と 農村環境の改善を 図り 、 併せて公

共用水域の水質保全に寄与するこ と を 目的と し て、 農業集

落における汚水を処理するための処理施設を有するも の

解　 説

２ ． 下水道
公共下水道と 農業集落排水施設の普及率は、 約９ 割と なっ ている。

下水道普及率の推移
単位： 人

平成2 2 年 2 4 2 6 2 8 3 0 令和元年 2

公共下水道
利用者数

4 1 ,0 8 9 4 2 ,4 4 2 4 3 ,6 3 0 4 3 ,2 2 6 4 3 ,7 4 1 4 4 ,4 2 3 4 5 ,0 3 4

農業集落排水施設
利用者数

6 ,0 9 7 6 ,1 1 5 6 ,2 1 5 6 ,1 0 6 6 ,2 1 3 6 ,3 4 0 6 ,4 3 7

下水道普及率（ ％） 8 2 .5 8 4 .7 8 7 .2 8 7 .6 8 8 .2 8 8 .7 8 8 .9

※下水道普及率は公共下水道と 農業集落の数値を 合わせたも の 資料： 市下水道課

− 3 0 −



4 0

6 0

8 0

1 0 0

道路改良率

道路舗装率

平成1 8 年 2 2 2 4 2 6 2 8 3 0 令和2 年

Ⅵ　 建設

１ ． 道路
平成1 8 年から 令和2 年にかけて、 道路改良率は4 .3 ％、 道路舗装率は4 .5 ％

増加し ている。

道路改良率と 道路舗装率の推移
単位： ％

平成1 8 年 2 2 2 4 2 6 2 8 3 0 令和2 年

道 路 改 良 率 6 1 .2 6 2 .4 6 3 .7 6 4 .0 6 4 .5 6 5 .2 6 5 .5

道 路 舗 装 率 8 2 .9 8 3 .3 8 6 .0 8 6 .3 8 6 .7 8 7 .3 8 7 .4

資料： 道路現況調書

− 3 1 −



0

5 0 0 0

1 0 0 0 0

1 5 0 0 0

2 0 0 0 0

一般ごみ

資源ごみ

平成2 2 年 2 4 2 6 2 8 3 0 令和元年 2

Ⅶ　 衛生・ 環境

１ ． ごみ排出量
ごみの排出量は一般ごみ、 資源ごみと も に減少傾向にあっ たが、 令和2 年度

は増加し 、 全体と し て横ばいの状況である。

ごみの総排出量
単位： ｔ

平成2 2 年 2 4 2 6 2 8 3 0 令和元年 2

一般ごみ 1 4 ,2 7 7 1 4 ,1 8 5 1 3 ,6 4 5 1 3 ,8 0 4 1 3 ,7 5 9 1 3 ,6 1 6 1 4 ,4 1 9

資源ごみ 2 ,7 1 9 2 ,3 1 5 2 ,2 3 8 2 ,4 2 8 1 ,9 2 9 2 ,4 1 4 2 ,5 6 6

総排出量 1 6 ,0 3 1 1 5 ,9 6 3 1 5 ,4 4 3 1 5 ,8 0 0 1 5 ,8 5 5 1 6 ,0 3 0 1 6 ,9 8 5

ごみの総排出量は一般ごみと 資源ごみの合計を 換算する 資料： 市環境課

− 3 2 −



0

5 0 0

1 0 0 0

1 5 0 0

2 0 0 0

2 5 0 0

平成2 2 年 2 4 2 6 2 8 3 0 令和元年 2

２ ． し 尿収集量
平成2 2 年度から 比べてし 尿収集量は半分ほどに減少し ている。

し 尿収集量の推移
単位： ㎘

平成2 2 年 2 4 2 6 2 8 3 0 令和元年 2

し 尿収集量 1 ,5 6 4 1 ,3 6 5 1 ,0 8 0 9 8 5 8 3 4 8 6 4 8 2 9

資料： 市環境課

− 3 3 −



0

5 0 0

1 0 0 0

1 5 0 0

2 0 0 0

幼保連携型

認定こ ども 園

保育園

幼稚園

平成1 8 年 2 0 2 2 2 4 2 6 2 7 2 8 2 9 3 0 令和元年 2

Ⅷ　 教育

１ ． 幼稚園・ 認定こ ども 園・ 保育園
平成2 7 年に子ども ・ 子育て支援制度の施行に伴い、 幼稚園から 幼保連携型

認定こ ども 園に移行し た施設が増えた。こ れにより 、総受け入れ人数が増加し た。

幼稚園・ 認定こ ども 園・ 保育園
単位： 学級・ 人

幼稚園
幼保連携型

認定こ ども 園
保育園

施設数 人数 施設数 人数 施設数 人数

平成1 8 年 ７ 1 ,3 7 5 ７ 5 9 1

2 0 ７ 1 ,3 1 1 ８ 5 8 6

2 2 ７ 1 ,2 6 6 ８ 5 9 3

2 4 ７ 1 ,3 1 1 ９ 5 8 8

2 6 ７ 1 ,3 0 1 1 0 6 8 6

2 7 ５ 1 ,0 0 8 ２ 3 5 9 ８ 5 8 2

2 8 ３ 6 3 8 ４ 7 9 4 ８ 5 5 0

2 9 ３ 6 0 3 ４ 7 5 7 ８ 5 0 4

3 0 ３ 6 3 7 ４ 8 3 6 ８ 5 2 8

令和元年 １ 7 1 ６ 1 ,4 3 3 ８ 5 1 4

２ １ 5 0 ６ 1 ,4 5 7 ８ 5 2 4

資料： 学校基本調査、 市こ ども 福祉課
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0

1 0 0 0

2 0 0 0

3 0 0 0

4 0 0 0

5 0 0 0

（ 人）
6 0 0 0

中学校

小学校

平成1 8 年 2 2 2 4 2 6 2 8 3 0 2令和元年

２ ． 小学校・ 中学校
小学校1 2 校、 中学校4 校の中で、 児童数・ 生徒数と も に減少傾向にある。

※平成3 1 年から 小学校1 1 校

※令和4 年度から 小学校8 校、 中学校3 校、 義務教育学校1 校

小中学校学級数・ 児童数の推移
単位： 学級・ 人

小学校 中学校

学級数 児童数 学級数 生徒数

平成1 8 年 1 4 2 3 ,8 5 3 6 5 1 ,9 1 2

2 2 1 4 8 3 ,8 1 7 6 3 1 ,7 5 8

2 4 1 5 1 3 ,5 5 7 6 8 1 ,8 7 1

2 6 1 4 2 3 ,3 4 7 6 7 1 ,8 4 7

2 8 1 3 8 3 ,2 2 2 6 3 1 ,7 7 6

3 0 1 4 2 3 ,2 0 7 6 1 1 ,6 3 7

令和元年 1 4 4 3 ,2 1 0 6 0 1 ,5 7 1

2 1 4 6 3 ,2 1 7 5 8 1 ,5 4 8

資料： 学校基本調査
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平成1 8 年 2 2  2 4  2 6  2 8  3 0  令和元年 2
0

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

6 0 0

7 0 0

8 0 0

３ ． 高等学校
高等学校は石橋高等学校1 校であり 、 学級数・ 生徒数と も に横ばいである。

高校学級数・ 生徒数の推移
単位： 学級・ 人

学級数 生徒数

平成1 8 年 1 8 7 1 7

2 2 1 8 7 1 6

2 4 1 8 7 1 8

2 6 1 8 7 1 1

2 8 1 8 7 1 1

3 0 1 8 7 1 6

令和元年 1 8 7 1 6

2 1 8 7 1 1

資料： 学校基本調査

− 3 6 −



４ ． 大学・ 大学院
大学・ 大学院は自治医科大学1 校である。

医学部の学生数 単位： 人

１ 年生 ２ 年生 ３ 年生 ４ 年生 ５ 年生 ６ 年生 合　 計

男 6 8 8 4 7 3 7 8 9 3 8 5 4 8 1

女 5 7 4 0 5 1 5 2 2 9 4 6 2 7 5

合計 1 2 5 1 2 4 1 2 4 1 3 0 1 2 2 1 3 1 7 5 6

 看護学部の学生数 単位： 人

１ 年生 ２ 年生 ３ 年生 ４ 年生 合　 計

男 1 1 5 2 9

女 1 0 3 1 0 4 1 0 0 1 0 5 4 1 2

合計 1 0 4 1 0 5 1 0 5 1 0 7 4 2 1

 大学院の専攻別学生数 単位： 人

１ 年生 ２ 年生 ３ 年生 ４ 年生 合計

医科学専攻

男 3 1 4

女 6 1 7

合計 9 2 1 1

環境生態学系専攻

男 0 0 0 1 1

女 1 0 0 0 1

合計 1 0 0 1 2

地域医療学系専攻

男 2 0 1 6 1 5 1 5 6 6

女 1 0 7 5 8 3 0

合計 3 0 2 3 2 0 2 3 9 6

人間生物学系専攻

男 2 2 4 2 1 0

女 2 2 4 4 1 2

合計 4 4 8 6 2 2

看護学専攻

男 0 1 2 3

女 2 1 4 7

合計 2 2 6 1 0

資料： 自治医科大学ホームページ
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平成1 8 年 2
1 0

1 5

2 0

2 5

2 0 2 2 2 4 2 6 2 8 令和元年3 0

Ⅸ　 安全安心

１ ． 建物火災
火災の発生件数は年によっ て差があるも のの、毎年2 0 件程度発生し ている。

火災件数の推移
単位： 件

平成1 8 年 2 0 2 2 2 4 2 6 2 8 3 0 令和元年 2

件数 1 9 1 9 1 4 1 9 2 2 1 1 2 1 2 1 1 8

資料： 石橋地区消防本部石橋消防署

− 3 8 −



平成1 8 年

　 　 死傷者数
（ 　 　 　 ）　 　 件　 　 数

2 0 2 2 2 4 2 6 2 8 令和元年3 0 2

0

1 0 0

2 0 0

3 0 0

4 0 0

5 0 0

6 0 0

２ ． 交通事故件数・ 死傷者数
平成1 8 年以降、 交通事故件数・ 死傷者数は年々減少し 、 近年では減少が緩

やかになり つつある。

交通事故件数の推移
単位： 件

平成1 8 年 2 0 2 2 2 4 2 6 2 8 3 0 令和元年 2

件 数 4 0 2 2 6 3 2 2 3 1 7 0 1 4 1 1 3 6 1 2 7 1 4 3 9 2

死 傷 者 数 5 1 7 3 5 7 2 7 4 2 1 1 1 7 7 1 9 7 1 6 4 1 7 5 1 1 3

資料： 下野警察署
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2 0 0

4 0 0

6 0 0

8 0 0

1 0 0 0

平成1 8 年 2 0 2 2 2 4 22 6 2 8 3 0 令和元年

３ ． 刑法犯認知件数
平成1 8 年以降、 刑法犯認知件数は令和元年を 例外と し て減少傾向にある。

刑法犯認知件数の推移
単位： 件

平成1 8 年 2 0 2 2 2 4 2 6 2 8 3 0 令和元年 2

件数 9 2 5 7 7 2 6 3 6 6 1 6 5 2 9 4 5 4 3 3 7 4 7 6 3 4 2

資料： 下野警察署

− 4 0 −



歳 入

依存財源
2 1 0 億3 ,8 2 7 万円

5 8 .7 %

自主財源
1 4 8 億3 ,8 5 6 万円

4 1 .3 %

市債
3 1 億3 ,9 0 0 万円

8 .8 %

市税
9 8 億9 ,4 1 8 万円

2 7 .6 %

繰越金
2 0 億8 ,7 9 3 万円

5 .8 %

繰入金
1 5 億3 ,6 7 0 万円

4 .3 %

諸収入
8 億7 ,2 8 8 万円

2 .4 %

その他
4 億4 ,6 8 7 万円

1 .2 %

県支出金
1 8 億1 9 2 万円

5 .0 %

その他
1 億9 ,7 3 9 万円

0 .5 %

地方特例交付金
6 ,9 5 3 万円

0 .2 %

地方譲与税
2 億4 ,3 8 2 万円

0 .7 %

地方消費税交付金
1 2 億9 ,5 5 5 万円

3 .6 %

地方交付税
3 7 億5 ,0 5 2 万円

1 0 .5 %

国庫支出金
1 0 5 億4 ,0 5 4 万円

2 9 .4 %

市民税、 固定資
産税、 軽自動車

税など

道路や公園、 学校
などの公共施設を

整備するために借
り 入れるお金

使途を特定し て、

国から 交付さ れ
るお金

自治体間の財源の

不均衡を調整し 、
どの地域に住む国
民にも 一定の行政

サービスを提供で
き るよう 、 国から

交付さ れるお金

使途を特定し て、
県から 交付さ れ
るお金

Ⅹ　 財政

１ ． 令和2 年度一般会計決算額
歳入総額　 3 5 8 億7 ,6 8 3 万円（ 前年度比7 0 億1 ,8 6 3 万円、 2 4 .3 ％増）

「 自主財源」は、 市が自主的に集めるこ と のでき るお金のこ と です。 こ の

割合が高いほど自主的な運営がし やすく なると 考えら れます。

「 依存財源」は、 国や県の考え方を 反映さ せ、 決まっ た額を受け取るお金

のこ と です。

− 4 1 −



農林水産業費　  7 億6 ,2 6 2 万円　 2 .2 %
議会費 　 　 　 　 1 億7 ,8 1 4 万円　 0 .5 %

災害復旧費 　 　 1 億2 ,5 6 0 万円　 0 .4 %

労働費 　 　 　 　 　 　   2 1 0 万円　 0 .0 %

職員の給与や

議員報酬など

医療費助成、生活保
護費、児童手当、保育

所運営費など

市の借入金の返済

道路、公園、学校など

公共施設の整備費

施設の光熱費

や管理費など

事業や団体へ

の補助金など

特別会計へ

の繰出金

支出が義務づけら れ任

意に節減でき ない経費

支出の効果が社会資本
形成に使われる経費

義務的経費
1 1 7 億3 ,7 4 4 万円

3 4 .6 %

投資的経費
4 5 億1 ,6 6 4 万円

1 3 .3 %

その他の経費
1 7 6 億4 ,3 2 7 万円

5 2 .1 % 人件費
3 7 億2 3 5 万円

1 0 .9 %

扶助費
5 1 億6 ,5 3 7 万円

1 5 .2 %

公債費
2 8 億6 ,9 7 2 万円

8 .5 %

普通建設事業費
4 4 億2 ,0 1 6 万円

1 3 .0 %

補助費等
9 8 億1 ,4 1 4 万円

2 9 .0 %

　 災害復旧費
9 ,6 4 8 万円

0 .3 %

物件費
3 8 億9 ,1 9 8 万円

1 1 .5 %

繰出金
1 4 億6 ,2 7 6 万円

4 .3 %

貸付金 5 億1 ,8 5 2 万円　 1 .5 %
維持補修費 1 億7 ,2 4 7 万円　 0 .5 %

積立金
1 7 億8 ,3 4 0 万円

5 .3 %

総務費
9 9 億9 ,1 2 3 万円

2 9 .4 %

民生費
8 7 億9 ,8 9 4 万円

2 6 .0 %

公債費
2 8 億6 ,7 1 0 万円

8 .5 %

教育費
4 5 億8 ,6 1 3 万円

1 3 .5 %

土木費
3 0 億8 2 5 万円

8 .9 %

衛生費
1 5 億5 ,2 0 9 万円

4 .6 %

消防費
1 0 億7 ,3 5 3 万円

3 .2 %

商工費
9 億5 ,1 6 2 万円

2 .8 %

歳出
（ 性質別）

歳出
（ 目的別）

歳出総額 3 3 8 億9 ,7 3 5 万円（ 前年度比7 1 億2 ,7 0 8 万円、 2 6 .6 ％増）

− 4 2 −



市税の負担状況

下野市の財政を家計簿にたと えると ・ ・ ・
下野市の決算状況についてより 身近に感じ ても ら う ため、 令和2 年度一般会

計決算を 年収6 0 0 万円の家計にたと え「 １ 年間の家計簿」を 作成し まし た。 なお、

市と 一般家庭では会計方法等が異なるため、 単純な比較と はなり ませんのでご

了承く ださ い。

１ 人あたり １ 世帯あたり

　 市税全体 1 6 4 ,6 5 5 円 3 9 9 ,8 8 9 円

　 　 市民税 7 8 ,0 4 2 円 1 8 9 ,5 3 7 円

　 　 固定資産税 7 0 ,0 5 9 円 1 7 0 ,1 4 8 円

　 　 軽自動車税 2 ,4 0 9 円 5 ,8 5 0 円

　 　 たばこ 税 5 ,8 0 3 円 1 4 ,0 9 4 円

　 　 都市計画税 8 ,3 4 2 円 2 0 ,2 6 0 円

皆様から 納めていただいた税金を 税目ごと に住民基本台帳人口、

世帯数で割っ ています。

◆ 住民基本台帳 ◆

（ 令和３ 年３ 月3 1 日現在）

人口 6 0 ,0 5 3 人

世帯数 2 4 ,7 2 7 世帯

[　 収　 入　 ]
項　 　 　 目 金　 額 割合 決算上の区分

①給与収入

基本給 1 6 6 万円 2 8 % 市税

諸手当 9 3 万円 1 5 %
地方交付税
譲与税　 など

②パート 収入 2 2 万円 4 %

使用料及び手数料

財産収入

諸収入など

③親から の援助 2 0 6 万円 3 4 % 国県支出金

④預金取り 崩し 2 6 万円 4 % 繰入金

⑤ロ ーン 5 2 万円 9 % 市債

⑥前年から の繰越金 3 5 万円 6 % 繰越金

収入合計 6 0 0 万円

[　 支　 出　 ]
項　 　 　 目 金　 額 割合 決算上の区分

①食費 6 2 万円 1 1 % 人件費

②家族の医療費 8 6 万円 1 5 % 扶助費

③日用品の購入や光熱水費など 6 8 万円 1 2 %
物件費
維持補修費

④仕送り 2 5 万円 4 % 繰出金

⑤自治会費や保険料 1 6 4 万円 2 9 % 補助費

⑥ロ ーン の返済 4 8 万円 9 % 公債費

⑦株などへの投資 8 万円 2 % 貸付金

⑧自家用車の購入や家の増改築など 7 6 万円 1 3 %
普通建設事業費

災害復旧費など

⑨貯金 3 0 万円 5 % 積立金

支出合計 5 6 7 万円

収
支
の
差
額
33
万
円
は

翌
年
へ
繰
越
と
な
り
ま
す
。

− 4 3 −
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H2 3 2 4 2 5 2 6 2 7 2 8 2 9 3 0 R1 R2

低いほう がよい

3 50 ％以上……危険

　 一般会計等が将来負担

すべき 実質的な負債の標

準財政規模を基本と し た

額に対する比率です。こ

の数値が3 50 ％を超える

と 早期健全化団体と なり

ます。

　 今年度は-5 4 .7 ％で、前

年度の-5 4 .6 ％から 0 .1ポ

イ ント 好転し まし た。

（ 県内１ 位／ 1 4市）

下野市

県内 1 4 市平均

H2 3 2 4 2 5 2 6 2 7 2 8 2 9 3 0 R1 R2

県内ト ッ プク ラ スの

財政健全化の

達成・ 維持

1 8 ％以下……望まし い

1 8 ％を 超えると …注意

市税などの一般財源に

占める公債費（ 借入れた

地方債の返済金） の割合

を 示すも ので、 公債費が

市の財政を 圧迫し ていな

いかを みるも のです。 こ

の数値が 1 8 ％を 超える

と 借入に県の許可が必要

になり 、 2 5 ％を 超える

と 借入を 制限さ れます。

今年度は 1 .6 ％で、 前

年度の 1 .8 ％から 0 .2 ポ

イ ン ト 好転し 、 1 4 市平

均を 下回っ ています。

（ 県内 1 位／ 1 4 市）

下野市

県内 1 4 市平均

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

（ ％）

3 .03 .0

3 .93 .9

5 .05 .0

5 .85 .8

6 .96 .9

7 .37 .3

8 .08 .0

8 .58 .5

9 .19 .1

1 .81 .8
1 .61 .6

8 .58 .5

5 .75 .7
5 .55 .5

5 .95 .9
6 .16 .1

6 .36 .3
6 .66 .6

7 .57 .5
7 .77 .7

下野市の財政状況

実質公債費比率（ 全会計の借入金返済の割合）

将来負担比率（ 将来負担すべき 実質的な負債の比率）

− 4 4 −



令和 2 年 4 月 1 日現在

（ 兼　 福祉事務所）

（ 兼　 福祉事務所）

（ 兼　 福祉事務所）

市役所 2 階

市役所 1 階

市役所 2 階

市役所 1 階

市役所 3 階

市役所 3 階

市役所 2 階

市役所 1 階

市役所 4 階

文　化　財　課

教育委員会事務局（教育次長）

Ⅺ　 行政

１ ． 組織機構図
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投票区別（ 在外選挙人を除く ）

投票区 投票所名 男 女 計

第１ 投票区 薬師寺コ ミ ュ ニティ セン タ ー 1 ,1 3 4 1 ,1 5 9 2 ,2 9 3

第２ 投票区 南河内公民館 1 ,3 0 2 1 ,3 4 9 2 ,6 5 1

第３ 投票区 祇園小学校体育館 1 ,4 5 3 1 ,6 3 1 3 ,0 8 4

第４ 投票区 南河内東公民館 6 8 7 6 5 2 1 ,3 3 9

第５ 投票区 吉田西小学校体育館 5 9 9 5 7 3 1 ,1 7 2

第６ 投票区 南河内第二中学校ミ ーティ ン グルーム 1 ,1 0 5 1 ,2 2 6 2 ,3 3 1

第７ 投票区 グリ ーン タ ウン コ ミ ュ ニティ センタ ー 7 2 3 7 4 7 1 ,4 7 0

第８ 投票区 緑小学校体育館 1 ,3 1 5 1 ,2 7 0 2 ,5 8 5

第９ 投票区 石橋公民館 1 ,5 7 8 1 ,5 8 1 3 ,1 5 9

第1 0 投票区 石橋小学校多目的室（ 給食室隣り ） 1 ,4 5 7 1 ,4 6 3 2 ,9 2 0

第1 1 投票区 古山小学校体育館 1 ,6 8 0 1 ,7 1 7 3 ,3 9 7

第1 2 投票区 児山館 5 2 0 5 7 3 1 ,0 9 3

第1 3 投票区 石橋北小学校（ 多目的ホール） 1 ,6 1 6 1 ,6 0 1 3 ,2 1 7

第1 4 投票区 細谷小学校（ 西校舎家庭科室） 3 5 2 3 4 1 6 9 3

第1 5 投票区 石橋商工会館 1 ,6 1 6 1 ,6 9 4 3 ,3 1 0

第1 6 投票区 国分寺駅西児童館 1 ,3 6 5 1 ,3 8 4 2 ,7 4 9

第1 7 投票区 国分寺小学校体育館 1 ,1 6 2 1 ,1 8 8 2 ,3 5 0

第1 8 投票区 下野市役所（ 庁舎１ 階） 1 ,5 4 0 1 ,5 7 4 3 ,1 1 4

第1 9 投票区 旧国分寺西小学校体育館 5 1 0 4 5 6 9 6 6

第2 0 投票区 こ ども 通園セン タ ー「 けやき 」（ 国分寺図書館隣り ） 9 1 9 9 2 2 1 ,8 4 1

第2 1 投票区 コ ミ ュ ニティ セン タ ー友愛館 1 ,7 6 8 1 ,8 1 0 3 ,5 7 8

第2 2 投票区 医大前コ ミ ュ ニティ セン タ ー（ 古舘公園内） 5 1 6 5 7 9 1 ,0 9 5

合　 　 　 計 2 4 ,9 1 7 2 5 ,4 9 0 5 0 ,4 0 7

衆議院小選挙区別（ 在外選挙人を除く ）

第１ 区 旧南河内町（ 第１ ～８ 投票区） 8 ,3 1 8 8 ,6 0 7 1 6 ,9 2 5

第４ 区

旧 石 橋 町（ 第９ ～ 1 5 投票区） 8 ,8 1 9 8 ,9 7 0 1 7 ,7 8 9

旧国分寺町（ 第 1 6 ～ 2 2 投票区） 7 ,7 8 0 7 ,9 1 3 1 5 ,6 9 3

第 ４ 区 計（ 第９ ～ 2 2 投票区） 1 6 ,5 9 9 1 6 ,8 8 3 3 3 ,4 8 2

在外選挙人名簿登録者数

第１ 区 旧南河内町 6 8 1 4

第４ 区

旧石橋町 1 3 4

旧国分寺町 2 3 5

第４ 区計 3 6 9

合　 　 　 計 9 1 4 2 3

２ ． 選挙
選挙人名簿登録者数（ 令和３ 年９ 月１ 日現在）
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